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□■タイのエネルギー事情■□ 

〜中進国の胎動, 「罠」克服への挑戦〜 

 こんにちは。鳥取県東南アジアビューローをサポートしている八木です。 

 ＜タイの電線とバンコクのリスク＞ 

  タイでの生活は 8年となりました。日々新たな光景に接する機会はまだまだあります。

例えば最近引っ越した自宅マンションの窓の外で見かける可愛いリスです。電信柱の電線は

雑多に巻かれ繋がれていて、その電線の束の上を、感電死はしないのは解りつつも心配する

私を他所に、可愛いリスが走りまわります。日本では見ることができない風景の一つです。

当地タイでも少しずつ電線地中化は進んでいますが、この癒される光景は続いて欲しいと思

っています。 

  

     電線の地中化が進む大通             脇道には横無尽にはしる電線 

 さて、風景ではありませんが、常日頃から感心していることが有ります。それは公共料金

の安さです。物価水準を加味しても、水道代は非常に安く、電気代も安価です。当地で私は、

45 ㎡ の単身者用のマンションに住んでいます。水道代は、月 350 円相当、電気代は月

4,000 円相当です。電気は KWH 当たり約 12 円です。東京の留守宅には家族が二人で住んで

いますが、広さ 120 ㎡のマンションでの水道の支払いは、毎月 8,000－10,000 円で、電気代

は毎月 25,000 円前後。料金体系は同じでない為、単純比較は誤解を招くかもしれませんが、

KWH 当たり 27 円相当です。 

 断水は無く、停電も非常にまれです。（個人的な経験ですが）1960 年代初頭の私の生ま

れ故郷の新潟県、1990 年初頭のベトナム、2000 年前後のトルコに比べて、ずっと快適です。

そして停電が無いのは非常に助かります。これらタイは既に低開発国ではなく、一人当たり

の国民所得 US$5,900 ということにとどまらず、真の中進国入りしている証左かと思います。 

現在のタイの一人当たり国民所得は、約 50 年前（1975 年頃）の日本と同水準です。 
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＜タイ電力発送配電体制＞ 

 その電気ですが、発電は(設立を 1939 年に遡る)のタイ王国発電公社ＥＧＡＴ（エネルギ

ー省所管）、配電は首都圏配電公社（バンコク都と周辺 2県管轄の）ＭＥＡとそれ以外タイ

国全土所管のＰＥＡ（両公社ともに内務省管轄）が担っています。日本とは異なり、発送電

分離の体制を古くから敷いています。（但し発電所からは配電公社への主要幹線送電網はＥ

ＧＡＴが所有管理しています。） 

 
出典：EGAT（タイ発電公社）   

＜タイ電力発電システム＞ 

 1980 年代後半以降、安価な生産コスト（電力、水、労働力、土地、税制）を求めて、更

には 1990 年以降迂回による対米向けの特恵関税を享受すべく日本から製造業の移管が進み、

そして時のタクシン政権が唱えた「東洋のデトロイト」を目指す動きに後押しされ、裾野産

業が広い自動車・家電産業がタイに進出、乃至はシンガポールから移管されました。移管ま

で行かずとも、一部部品は先行した韓国、台湾、香港、シンガポールをも巻き込み、東アジ

アのサプライチェーンの一角に組み込まれました。結果国民所得（ＧＮＰ）は順調に年率

3%前後で伸びていきました。それに伴い電力需要も増えました。 

 タイの発電は火力と水力が中心です。火力の中心は石炭と原油であり、1970 年代から

1980 年代にかけてのオイルショックによる原油価格高騰の影響を受け、コスト増を経験し

ました。同時期、タイ湾において大型天然ガス田「エラワン」「ボンコットン」が発見され、

これを活用して以降ＬＮＧガス発電が中心となりました。並行してシリントーンダムが

1971 年に完成、翌年チュラポーンダムが完成し、水力発電設備の増強も行ってきました。

結果原油価格高騰の影響を軽減することができました。 

 現在では電力供給の約６割は天然ガスです。次いで、石炭・褐炭が 18%、輸入が 12%、再

生可能エネルギーが９％です。電力需要を賄う天然ガスはタイ湾とアンダマン海で生産され

ていますが、日量５億立方フィート必要なことに対しエラワンとボンコットで賄われるのは
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この 40％だけです。30年以内に枯渇する可能性を考えると、海外からの輸入促進に加え海

外での開発権取得を模索しなければならい事態に直面しています。益々タイは中国と競うこ

とになり、ＬＮＧを獲得するには高値に甘んじなければならなくなり、今後コスト増が懸念

されます。一方燃料の多様化・増強を考え、石炭火力と水力発電の利用拡大が検討されまし

たが、地元の強い反対などから開発は計画通りには進んでいません。 

 増強の選択肢として、2020 年〜2021 年を目途に合計 500 万 kW の原子力発電所の運転開始

を行うとし、建設準備が進められ国家エネルギー政策委員会（ＮＥＰＣ）の下に原子力発電

基盤準備委員会（ＮＰＩＰＣ）が設置されました。しかし、2011 年３月の福島第一発電所

事故を受けて原子力発電の導入計画に関する再検討が進められ、さらに原子力開発に反対す

るタイ貢献党を中心とした新政府が発足すると、2012 年６月には原子力発電所の完成時期

を 2026 年に先送りすると発表しました。 

 しかし、タイは 1977 年から２MW の研究用原子炉を持ち、中性子を利用した研究やヨウ素

131 など医療用ラジオアイソトープを生産するなど、安全管理を徹底しつつ積極的に原子力

技術開発を進めています。 

＜タイの電力事情の課題＞ 

 今後の需要動向を鑑みるに、東部経済回廊（ＥＥＣ）開発計画によりますます需要が増え

ることは確実です。 

 2016 年現政権は、従来軍用空港であったウタパオ空港の民間利用化、マオウダプット港

の拡張、東部３県（チョンブリー、ラヨーン、チャチェンサオ）を結ぶ高速道路の開発、ス

ワンナフプーム空港、ドンムアン空港、ウタパオ空港を結ぶ高速鉄道の開発といった大規模

インフラ開発計画を含んだ経済特区構想を打ち出しました。そして 10 年以内に電気自動車

の普及が予想されます。ＰＤＰ（電源開発計画）では 2015 予測の 4965 万 KW から 6,000 万

KW 超の需要が見込まれます。 

タイにおいて、課題は次の 2 点です。 

１） 天然ガスに対する過度の依存度の改善 

２） タイ発電公社ＥＧＡＴの寡占体制から競争を更に促し、更に安価を追及すること。 

 

１）の課題に対して、タイ政府は既にこれ等に対処すべくＰＤＰ（電源開発計画）を策定し

ております。 

2015 年策定の長期電源開発計画は 30 年先を見越していましたが、想定より早く 2019 年 1

月にＰＤＰ2018 として改訂せざるをえませんでした。当初の計画では、2017 年末時点の電

力供給量は 4 万 6090MW 想定しましたが、既にそれを越えてしまったためです。新たな長期

計画期間内では 2 万 5310MW が老朽化などの理由で無くなる一方、新規プロジェクトとして

5 万 6431MW が発電供給される見通しとなりました。2037 年までに合計 7 万 7211MW を目指し

ています。 
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出典：タイ政府   

注）コンバインドサイクル発電／ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた二重の発電方式です。最初に圧縮

空気の中で燃料を燃やしてガスを発生させ、その圧力でガスタービンを回して発電を行います。 

コジェネレーション発電／コジェネレーション（熱電併給）は、天然ガス、石油、LP ガス等を燃料として、エ

ンジン、タービン、燃料電池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収するシステムです。 

 

 

 

 

 

 ２）の課題に対してタイ政府は既に電力の自由化に着手しています。 

ＥＧＡＴは、長らくシングルバイヤー制度を取り、自社発電とＩＰＰ、隣国からの 3156 万

ｋW を購入し、ＭＥＡ、ＰＥＡ 、並びに大口需要家に供給していました。電力供給源を多

様化することで低廉な電力供給を可能にするため、2016 年全面的な電力の自由化を推進。

2017 年タイの発電量の内、電力の生産の割合は、ＥＧＡＴは 36－47%、ＩＰＰ（独立系発電

事業者）も 36－38％、ＳＰＰ（小規模発電事業者）とＶＳＰＰ（極小発電事業者）が 18%、

隣国(主としてラオス)からの輸入が９－10％です。 
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⻑期電源開発計画PDP2018
⽔⼒発電 再生可能エネルギー等 コンバインドサイクル発電
コジェネレーション発電 ⽕⼒発電 その他 単位％

タイ最⼤級の太陽光発電所（出⼒ 84MW)シャープが受注建設・ロッブリー県 
出典︓タイ発電事業会社 Natural Energy Developmnet Co.,Ltd. 

2037 年までの間に供給電力割合は再生

可能エネルギーによる発電を 13.5％か

ら 32.5％まで高め、天然ガスや石油を

使う発電方式の割合を押し下げる計画で

す。その結果、2037 年までに発電燃料

は天然ガスが現在の 60％から 53％へ削

減、再生可能エネルギー20％、石炭

12％となる見通しです。 
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 ＜タイと日本との連携＞ 

 日本は昨年、2050 年までに排出するＣＯ２を計算上ゼロにする「カーボンニュートラル」

の実現を目指すことを宣言。タイは日本と同様にエネルギーの輸入国であるため、「日本モ

デル」がタイのＣＯ２の排出量削減の手本になると考えています。 

 一人当たりの国民所得が日本の 50 年前の中心国といえども、可愛らしいリスが街中で見

守られ、日本人が昔持っていた「気配り」のお陰で 1975 年当時の日本（私は大学 4 年生）

だけでなく、今の日本と比較しても物心ともに快適な世界です。「中進国の罠」から脱却を

実現し、ますますの発展を願うばかりですが、それに必要なエネルギーの確保はまず最低限

の 必要不可欠な条件です。そしてタイに限らず、先進国全体の課題ですが、少ないエネル

ギー消費で価値を生み出せる新時代型産業への転換が肝要です。ＩＰＰ（ＰＰＳも）および

ＳＰＰ（ＶＳＰＰ）でも鳥取県企業のお力を借りることが出来ればと祈念する次第です。 

 尚 本稿をしたためる迄、恥ずかしながら知らなかったことがあります。タイ王国発電公

社（ＥＧＡＴ）は、ガスタービン移設の実績があり、それは何かと調べたところ 2011 年３

月東日本大震災よる被災で電力の安定供給不能に陥った東京電力に対してガスタービンを無

償貸与し支援してくれていました。末筆ながらここに一人の日本人としてタイＥＧＡＴに謝

意を表したいと思います。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【鳥取県東南アジアビューローの運営法人（鳥取県より業務委託）】 

■アジア・アライアンス・パートナー・ジャパン株式会社 http://www.aapjp.com/index.html 

タイを中心に、ベトナム・インドネシア・インド・メキシコにて主に日系中堅・中小企業様の海外進出や進

出後の会計税務法務を中心とした運営支援業務を行っております。 

 

【免責事項】 

■情報の掲載内容には万全を期しておりますが、その正確性、完全性、有用性、適用性についていかなる保

証も行いません。また、その利用により生じた被害や損害に関して一切の責任を負いません。

鳥取県東南アジアビューロー Tottori-Southeast Asia Trade and Tourism Bureau 
担当：辻 三朗 Saburo Tsuji 
Address :1 VASU 1 Building, 12 FL., Room 1202/C, Soi Sukhumvit 25, Sukhumvit Rd., 

  Klongtoey-Nua,Wattana,Bangkok 10110 
Tel : +66-(0)-2-260-1057 
Mobile : +66-(0)-86-358-7298 
Mail : tottori@aapth.com 

http://www.aapjp.com/index.html
mailto:tottori@aapth.com
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ワンページタイ経済 

項目 単位 2018 2019 2020 2021 

GDP 成長率  
前年比べ

（％） 
4.2 2.4 

-6.8（1～

9 月） 
-6.2（20 年） 

人口* 千人 67,869 68,021 
68,143

（11 月） 
68,152（20 年） 

労働者の数* 千人 38,353 38,207 39,451 
39,451 

（20 年） 

失業率** ％ 1.06 0.99 1.62 
1.62 

（20 年） 

最低賃金* バンコク バーツ／日 325 325 331 331 

      チョンブリー  330 330 336 336 

      アユタヤー  
320 320 325 325 

      ラヨーン  
330 330 335 335 

賃金：全国製造業の平均 バーツ 12,831 13,131 13,562 
13,562 

（20 年） 

インフレ率** 
前年比べ 

（％） 
1.06 0.71 -0.84 -0.34（1月） 

中央銀行政策金利* ％ 1.75 1.25 0.50 0.50（2月） 

普通貯金率** ％ 0.47 0.47 0.31 0.25（2月） 

ローン金利(MLR) ** ％ 6.32 6.29 5.60 5.42（2月） 

SET 指数* 1975 年：100 1,563.8 1,579.84 1,449.35 1,496.78（2 月） 

バーツ／100 円** バーツ 29.26 28.48 29.33 28.72（2月） 

バーツ／米ドル** バーツ 32.31 31.05 31.29 29.99（2月） 

円／米ドル** 円 110.4 109 106.8 104.6（2月） 

車販売台数（1月からの累

計） 
台数 1,041,311 1,019,602 779,857 65,581（1 月） 

BOI 認可プロジェクト 件数 1,469  1,500 
1,174（1

～9 月） 

1,501 

（20 年） 

BOI 認可プロジェクト金額 10 億バーツ 549.48 447.36 274.64（1

～9 月） 

361.41 

（20 年） 

*期末、**平均 
 


